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シリーズ！　現代の教育事情　学 校 に お け る 働 き 方 改 革

道 標
平成29年に、国立教育政策研究所から出された「学

校組織全体の総合力を高める教職員配置とマネジメン
トに関する調査研究報告書」で、日本の教職員は、「登
下校の時間の指導・見守り」「給食・昼食時間の食育」等、
諸外国と比較して広範な役割を担っていることが示さ
れており、学校現場において子供たちのために惜しみ
ない努力を重ねている。
県教育委員会においては、平成15年に、教育職員の

長時間勤務の縮減をはじめとした労働時間の短縮に向
けて「教育職員の総労働時間の短縮に関する指針」を
作成して以降、教育庁内に検討会議を設置するなどし
て、教職員の事務的負担の軽減に係る様々な取組を行っ
てきた。一方で、平成 28年に文部科学省が、10年ぶ
りに教員等の勤務実態調査を行い、多くの教員等が長
時間勤務をしている実態が明らかになった。本県でも、
平成29年に「教員等の出退勤時刻実態調査」を実施し、
多くの教員等が長時間勤務をしている実態が改めて明

らかになった。
これらの動きの中で、平成30年３月に、上記指針の

一部を改訂し、「部活動運営の見直し」、「勤務時間管理
の徹底」、「学校閉庁日」「連絡体制の整備」の追加を行っ
た。さらに、同年９月に、各県立学校及び市町村教育
委員会が、実態に応じて具体的な取組を進めることが
できるよう、数値目標を含めた行動計画となる「学校
における働き方推進プラン」を策定した。その目的に
は「教職員が心身ともに健康を保つことができる環境
を整　え、子供たちの成長に真に必要な、効果的な教育
活動を持続的に行うことができるようにする。」とある。
今後、この目的を達成するために、教育委員会や学

校等はどのように取り組んでいけばよいのだろうか。
日々、子供たちのために頑張っている教職員が、更な
る誇りをもって教育活動を行うことができるような、
「学校における働き方改革」の取組について考えていき
たい。
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